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要望 回答 担当課 

１「伊賀市 まち・ひと・しごと創生総合戦略」実現のための施策の推進 

（１）中小企業及び地域産業の振興策の充実 

①雇用機会の拡大及び成長産業の立地の推進 

ア 「土地利用基本計画」の

柔軟な運用 

・５ha 未満の小規模な工業用

地隣接地への工場等の立

地、拡張については制限せ

ず、名阪国道インターより

１km の範囲等は、工場立地

推奨地として、優遇税制の

創設。 

平成 30年４月２日から施行している「伊賀市の適正な

土地利用に関する条例」（以下「土地利用条例」）について

は、平成 22（2010）年９月に策定された「伊賀市都市マ

スタープラン」が目標とする『多核連携型の都市構成』の

構築を目指し、まちづくりの基盤となる土地の用途適正

化を図ることを目的として制定されました。 

 また、国及び県から“コンパクトシティプラスネットワ

ーク”による適切な土地利用管理を行うよう指導もあり

土地利用条例にも反映しています。 

さて、土地利用条例に基づく「土地利用基本計画」にお

ける工場等の立地については、各拠点区域内の建築可能

区域のほか、「工業用地区域」及び名阪国道インターチェ

ンジより１㎞以内等の「幹線道路沿道区域の幹線道路地

区」での立地を可能としています。 

５ha 未満の工業用地区域の隣接地への立地は許容して

いませんが、「工業用地区域」は、市の計画、工場立地法

及び農村地域工業等導入促進法において位置づけられて

いる「工場適地」等に基づき設定しますのでご理解をお願

いします。 

 また、条例施行前に建築されている工場等の建築物の

増改築及び敷地の拡張については、既存敷地面積や「土地

利用基本計画」に基づく「基本区域」に関わらず、敷地及

び延べ面積等の 1.5 倍までの拡張・築造を可能として、

条例施行から今年９月末までに１４事業に対して適合通

知証を交付しており、土地利用条例の施行による効果が

現れていると考えています。 

 

都市計画課 

名阪国道インターより 1km 以内への工場立地について

は、既に、伊賀市工場誘致条例に基づき奨励措置を行って

います。 

また、国や県においても、「地域再生法」や「地域未来

投資促進法」、平成 30 年度に制定された「生産性向上特

別措置法」に基づく税や補助金の優遇など企業に対する

新たな施策が整備されています。 

特に「生産性向上特別措置法」に基づく優遇制度につい

ては中小企業等の活用も多く、当市では、固定資産税の特

例率を３年間ゼロとする課税標準の特例を実施していま

す。 

 

商工労働課 
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イ 水道料金体系の見直し 

・大口需要者水道料金及び水

道加入負担金について、減

額制度が導入されておりま

すが、企業誘致における地

域間競争に不利とならない

時限制度の延長と更なる料

金の低減。 

大口需要者の水道料金減額制度の実績においては、令

和元年度 1年間の対象者は 68社、そのうち減額料金を適

用した事業所は 59 社で、8,878,341 円の減額を実施した

ところです。 

水道を使いやすくすることで、企業の生産意欲の向上

と水道使用量の増加を促し、水道料金収入の安定を図る

ことなどを目的に導入した特例でありますが、コロナ禍

の経済的影響により令和 2 年度の使用水量が減少してい

ることから、当該特例による効果の検証が不十分である

ため、制度内容は変えずに、特例の適用期間を令和 4年 3

月31日まで延長するための条例の一部改正の手続きを進

めていきたいと考えています。 

営業課 

ウ 上野南部開発など新たな

工業団地の計画及び造成の

推進 

大阪・名古屋の 2 大都市圏の中間に位置する地理的条

件や、地震などの災害による生産施設のリスク回避、また

津波被害の無い内陸地域への産業用地の需要の拡大等の

理由から、当市への進出に興味を示す企業が増加傾向に

ありますが、市内において、企業を誘致する公的な産業用

地が無く、また、紹介する民間の産業用地も非常に少ない

状況にあります。 

これらのことから、新たな雇用の創出と人口減少への

歯止め、就業機会の拡大、若者の定住の促進に繋げるた

め、引き続き、市として上野南部丘陵地へ民間開発事業者

を誘致し、民間主導による新たな産業用地計画を推進し

ていきたいと考えています。 

 また、立地企業の確保に向けて、市内操業企業様の建て

替え需要の把握、及び市外企業に対する企業進出の意向

確認のためのアンケート調査、及び当市への進出の後押

しのための各種 PR活動を行いたいと考えています。 

企業用地 

整備課 

官連携の更なる強化及び支援

の拡充 

当市と三重大学は平成18年に包括連携協定を締結して

以来、共同研究施設や伊賀連携フィールド、更には平成

29 年に設置された国際忍者研究センターなどの事業を通

じ、貴所とも連携し、地域活性化のため、様々な事業に取

り組んでいます。 

また、近畿大学とは平成 29 年１月に包括連携協定を締

結し、総合大学としての知見や人材を活かした連携によ

る地方創生の推進を目指しています。 

このほかあらゆる主体が参画する連携プラットフォー

ムにも参加し、情報収集や連携機会の創出に努めていま

す。 

今後も産学官の連携強化を図りながら、人口減少や少

子高齢化など地域課題の解決に向けた取組を推進してい

きたいと考えています。 

総合政策課 
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（公財）伊賀市文化都市協会様に管理運営を委託してい

る産学官連携地域産業創造センター「ゆめテクノ伊賀」に

おいて、インキュベーション室を使用した新規事業展開

及び新規起業支援を行っています。当市としても同施設

の運営費補助金について継続して支援し、三重大学、文化

都市協会と協力し、利用を推進するための活動を継続し

て行います。 

当市においても積極的に周知・広報を行っていきます

が、「産」すなわち地元の事業者不在の産学官連携は地域

活性化には効果が薄く、行政での事業者情報収集には限

界があるため、貴所において個別の事業者様へのきめ細

やかな相談、利用促進や共同研究等のマッチングなどに

ついて積極的な活動をお願いします。 

商工労働課 

（２）雇用確保のための施策の強化及び支援施策の拡充 

①地元企業への就労の向上施策の拡充 

ア 地元企業への就労の発信

施策の拡充のための高校生

や大学生、Ｕ・Ｊ・Ｉターン

への推進に向けての発信力

の強化 

伊賀市移住交流ポータルサイトを開設し、各部署の移

住関連情報を収集し整理して発信しています。また、「移

住コンシェルジュ」への就職相談については、担当部署へ

のつなぎ役を担い連携してサポートを行います。 

地域づくり

推進課 

当市では、貴所や商工会等の関係機関と連携し、地元で

の就職を希望する学生や求職者に対し、企業等との情報

交換の場として、「合同就職セミナー」を開催しています。

令和 2 年度は新型コロナウイルス感染症の関係で 4 月に

予定していたセミナーはやむなく中止しましたが、10 月

にはオンラインを活用した「ＷＥＢ版合同就職セミナー」

を開催しました。 

開催後のフォローアップとしては、学生や求職者と参

加企業のマッチングを後押しするとともに、企業（受入

側）を対象とした勉強会も実施し、さらなる地元雇用の促

進を図っています。就職セミナーはＵ・Ｊ・Ⅰターンを進

めていく上でも重要なものであると認識しており、貴所

にＵ・Ｊ・Ｉターン促進事業負担金として支援をしていま

す。 

貴所や商工会、伊賀公共職業安定所ほか産業界や労働

界関係者、学校関係者、当市などで構成する労務対策協議

会では、伊賀管内の企業情報を掲載した企業ガイドブッ

クを毎年発刊しており、当市ではこのガイドブックを、成

人式に出席された新成人全員に対し配布するなど、あら

ゆる場面において市内の企業情報や就職セミナー等の情

報発信を行っています。このガイドブックは地元学生等

が企業情報を入手する上で必要なもので、地元の就職に

つながる貴重なツールでもあるので、市も協議会事務局

である貴所に対して一定の支援をしています。 

また、今年度は、三重大学と連携し、就職活動を控えた

学生を伊賀の地に招くことはできませんでしたが、三重

大学独自で市内の２企業にオンライン工場見学を行って

いただきました。学生に市内企業を新卒就職活動時の選

択肢、再就職活動時の選択肢としていただけるよう、今後

も様々な連携を模索していきます。 

 

商工労働課 
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イ 小、中、高校において地

元企業の魅力、就労環境の

魅力等、産業教育の強化 

当市では平成 27年度に策定した「伊賀市まち・ひと・

しごと創生総合戦略」に基づき、人口減少克服に向けた取

組の一つとして、地域に根付く人材の育成を目的に「ＩＧ

ＡＢＩＴＯ育成促進事業」に取り組んでいます。その中

で、市内県立高校が実施する地域人材育成に関する取組

又はそれらの活動により生み出される商品・サービスの

ビジネス化に向けたコーディネート支援を行っていま

す。 

たとえば、上野高等学校では「上高みらい探究」と題

し、１年時にはそれぞれの生徒が気になっている伊賀に

関する題材を中心に、現状や課題等をグループごとにポ

スターにまとめ、それぞれ発表する「ポスターセッショ

ン」を、２年時には１年時に調べた題目をベースにしなが

ら、高校生が考える伊賀の課題について、その課題解決方

法までを考察し発表する「プレゼンテーション」の取組み

を実施しています。こういった活動の中で、地元事業者や

行政と話をする機会を創出しており、自らが地域の中で

生活をしていることを実感し、また、地元の特産や産業を

知ることを通じて地域への愛着にも繋がっていくと考え

ています。 

今後も地域の皆さんや事業者の協力を得ながら、高校

生のシビックプライドの醸成を図り、定住に繋げていき

たいと考えています。 

総合政策課 

小学校では、社会科学習・総合的な学習の時間等で、地

元の工場・商店・農家などの見学や聞き取り活動を行って

います。学習を通して、産業の特色や職場の工夫、働いて

いる方の思いなどに触れ、地域にある産業や企業がより

身近な存在となるよう努めています。 

また、郷土教育教材「いがのこと」を活用して、伊賀の

産業の魅力について学習を深めています。郷土教育教材

「いがのこと」は、子どもたちにより分かりやすいものに

するため、現在改訂作業を進めています。 

また、主に中学校では、多くの事業所の協力を得て職場

体験活動を行っています。令和２年度は新型コロナウイ

ルス感染症の影響で実施できませんでしたが、今後も「働

くことの大切さ」や「地元企業の魅力」などについて、体

験的に学ぶことができるよう各事業所と連携して取り組

んでいきます。複数校を受け入れている事業所について

は、三重県教育委員会の事業を活用し、「職場体験等受入

事業所三重県教育委員会感謝状」を申請し、職場体験が継

続的・効果的に行われるよう取り組んでいます。 

各校では、児童生徒が｢生きる力｣を身に付け､直面する

様々な課題に柔軟にかつ、たくましく対応し、社会人・職

業人として自立していくことができるように、教育活動

全体を通じてキャリア教育に積極的に取り組んでいま

す。さらに、各校の実践の交流の場として、キャリア教育

研修会を実施するとともに、外部専門家からの指導・助言

の機会を通じて、より一層、豊かな学習が進められるよう

努めています。 

今後も、これらの学習を通して、地域の産業について理

学校教育課 
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解を深めるとともに、地元の産業で働いている人の願い

や思いを知り、自分の将来について考える学習を充実さ

せていきたいと考えています。 

ウ 学生向けに、市内に就職・

居住することで返金免除と

なる特別奨学金制度の創設 

当市では、教育機会の均等を図り社会に貢献する人材

育成を目的とし、高校生・大学生等を対象に「伊賀市奨学

金」・「伊賀市同和奨学金」･「伊賀市ササユリ奨学金」の

３種類を給付型奨学金として支給しています。 

今後も厳しい財政状況の中ではありますが、まずは教

育機会の均等を図るという観点から、現在の給付型奨学

金の予算確保に努めます。 

教育総務課 

看護師、介護福祉士になろうとする人に対して免許取

得後、一定期間上野総合市民病院で勤務することで返金

免除となる貸付制度があります。 

病院総務課 

②多様な雇用の確保のための支援の創設 

ア 少子化対策を踏まえ女性

雇用、子育て世代雇用に取

り組んでいる企業への支援

及び助成制度の創設 

平成 27 年 11 月に設立した伊賀市人権学習企業等連絡

会の会員企業を対象に、いまだ根強く残っている「性別役

割分担意識」の改善を図るべく、企業の管理職や経営者の

意識改革を目的とした「イクボス講座」や「働き方改革」

につながる講座を開催し、企業及び団体がよりよい職場

環境の形成に向けて自主的に活動できるよう促していま

す。 

貴所におかれましても、貴所会員企業に対し伊賀市人

権学習企業等連絡会への加入を促進いただくとともに、

両立支援助成金などの国の様々な支援策の情報提供など

を連携して行い、すべての働く人に対するワークライフ

バランスの啓発に努めていただきますようお願いしま

す。 

商工労働課 

イ 市外からの高度化人材確

保のため、住宅支援制度の

創設 

当市では、市の重点施策として「移住・交流」に取り組

んでいます。「移住コンシェルジュ」による総合相談窓口

を開設し、移住前だけでなく、移住後の繋がりづくりや不

安解消などの支援も行っています。 

また、「伊賀市移住促進空き家取得費補助金」による住

宅取得支援を実施しており、令和３年度も継続を予定し

ています。 

地域づくり

推進課 

平成 28 年度 10 月から運用を開始した伊賀流空き家バ

ンクは順調に増加し移住・定住者は現在 65 世帯（178 人）

となっています。また、コロナ禍で地方移住への関心も増

え、テレワーク補助金を実施しました。 

引き続き、空き家に関する各種補助金の利用促進と空

き家バンク制度の充実により移住・定住者の増加に努め

ていきます。 

市民生活課 

移住などにより、当市に移り住んで来た方が定着して

いただくためには住み続けたいと思われるまちづくりが

必要です。そのために、当市では平成 27 年 10 月に「伊

賀市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、同戦略

に基づき各種事業に取り組んでいます。 

当市では、昨年度から、起業・移住定住施策の一環とし

て、市外の方が市内にある空き家や空き店舗を活用し、市

内の団体等と協働で起業する場合などに補助を行う「伊

商工労働課 
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賀市起業・事業承継促進事業補助金」を創設しました。今

後も、市外の優秀な高度化人材の確保を図るとともに、市

内での新たな事業主体の創出を促進し、地域経済の維持・

発展に努めます。 

（３）中心市街地活性化の促進 

①第二期中心市街地活性化基

本計画の促進 

第２期中心市街地活性化基本計画は、まちなかの居住

の促進、観光・商業の活性化などに関する事業を官民で一

体的に推進し、当市をはじめあらゆる主体が連携・協力し

中心市街地の活性化を図っていくものです。 

計画に基づき各事業を推進し、庁内推進会議や進行管

理ＰＪ会議を通じて進捗管理を行い、着実な促進を図っ

ていきます。貴所および民間事業者においても、主体的か

つ積極的な取り組みを進めていただきますようお願いし

ます。 

 

中心市街地

推進課 

②中心市街地活性化協議会及

び（株）まちづくり伊賀上

野事業への人的支援 

当市は伊賀市中心市街地活性化協議会の構成員となっ

ており、現在も協働した取り組みを行っています。今後も

同様に連携・協力しながら事業を推進していきます。 

（株）まちづくり伊賀上野につきましても、中心市街地の

活性化に向けて連携・協力を図っていきます。 

 

中心市街地

推進課 

③街なか賑わいイベント等へ

の支援拡充 

・市民夏のにぎわいフェス

タ、市民花火大会、灯りの城

下町事業等 

街なか賑わいイベントについては、単に事業を実施す

るだけでなく、事業を実施することにより商業等の活性

化、継続的な発展に繋げることが重要と考えますので、事

業実施の際は、綿密な事業計画と具体的な目標をもって

実施いただきたいと思います。 

なお、支援の拡充は、市の財政状況から困難ですが、事

業者の需要に照らし合わせ、予算の枠組みの変更等、現行

制度の見直しにより限られた財源をより効果的に活用で

きるよう貴所とともに検討していきたいと考えます。 

 

商工労働課 

④旧市庁舎の総合的な利活用の推進 

ア 商工業発展のため観光及

び物産機能など、まちの駅

のような施設の設置 

市指定文化財旧上野市庁舎については、文化財的価値

を保全・活用しながら新たなにぎわい創出の拠点として

整備するため、市街地のエリアマネジメントを検討する

中で、民間活力を導入した利活用検討を進めることとし

ています。 

公共施設として交流型図書館の配置を必須とする予定

ですが、その他の機能については、民間事業者が市街地エ

リアにおける他の施設の状況などを踏まえ、提案いただ

くものとなりますので、ご要望の内容も踏まて検討した

いと考えています 

 

中心市街地

推進課 

 

イ 新しい時代の図書館、市

民の憩いの場、多機能トイ

レの設置 

⑤上野ふれあいプラザへの 

スーパー誘致等、早急な活

用の推進 

ふれあいプラザについては、数件の引き合いがありま

すが、今年度はコロナウイルス感染症の関係で具体的な

誘致活動などが取れない状況でした。 

 地域からの要望もいただいている中、店舗を誘致でき

るよう今後も情報収集等を進めていきます。 

 同時に、上野公園から城下町エリアを結ぶ導線を「にぎ

わい忍者回廊」と位置づけ、忍者体験施設整備など旧上野

商工労働課 
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市庁舎やふれあいプラザも含む、市街地をエリアマネジ

メントの視点で検討し、面で複数の課題に対して包括的

に取り組んでいきたいと考えています。 

 

⑥景観条例の高さ規制見直しによる民間資本の導入を促進 

ア 本町通り、二之町通り、

三之町通りについて、観光

集客につながるホテル等、

集客施設誘致のための規制

緩和。 

ホテル等の集客施設は中心市街地活性化の促進に繋が

るものと考えますが、該当する三筋町通りについて景観

計画では、城下町の歴史を色濃く残す町並みを残し、上野

城への眺望が映える空間を維持する事を目的に建物の高

さは１２ｍ以下と制限されています。 

なお、当該地域が土地の高度利用による求心力の向上

や都市機能の向上を図るために都市計画決定の変更によ

り高度利用地区の指定を行う場合は、建物の高さを最高

３１ｍとする事ができます。 

中心市街地活性化の促進のために高度利用地区の指定

を行う場合は、伊賀市中心市街地活性化基本計画の内容

をはじめ、周辺住民の方々や各種団体のご意見が開発方

針と一致したうえで、都市計画の変更が必要となり、その

内容について該当地域を中心に住民の方々から賛同をい

ただく必要があります。 

上記の高さ制限を更に変更する場合は、景観審議会の

議を経る事により景観計画の変更が可能となりますが、

これについても住民の方々から賛同をいただく必要があ

り、ハイトピア伊賀より北の地区についても同様の条件

が当てはまります。 

 また、２０１７（平成２９）年に日本イコモス国内委員

会より、旧上野市庁舎を含む近代建築群「伊賀上野城下町

の文化景観」について「日本の２０世紀遺産２０選」の一

つとして選ばれた事もあり、これらのバッファゾーン（緩

衝地域）である当該地区はその遺産を守る為の要所とな

っている事から、住民の方々からのご意見を聴取しなが

ら中心市街地活性化の促進と景観保護の両面で検討する

必要があると考えます。 

都市計画課 

イ ハイトピア伊賀より北の

地域、特に NTT 周辺の大幅

な規制緩和による再開発の

促進 

都市計画課 

２ 観光立市に向けた観光振興の促進 

（１）ユネスコ無形文化遺産

に登録された「上野天神祭

のダンジリ行事」による更

なる観光推進の強化 

上野天神祭については、全国から集客が見込める行事

と考えており、今後も引き続き、伊賀市観光公式ＨＰ「伊

賀ぶらり旅」での発信に加え、各イベント情報誌への情報

提供などを行い誘客に努めています。また、旅行会社など

に対しツアー化に向けた情報提供を積極的に行っていき

たいと考えています。 

運営体制については、市行政主導の運営組織では、なか

なか自分事としてとらえることが難しく、上野天神祭地

域振興実行委員会の構成団体、一般市民、市内企業、高

校、ＮＰＯ、住民自治協議会、また観光地域づくり法人

（ＤＭＯ）などあらゆる主体が運営に関わっていくこと

で「世界に誇れる市民の祭」という意識が芽生えてくるの

ではないかと思います。民間主導の組織運営づくりにつ

いて貴所のリーダーシップに期待します。 

観光戦略課 



8 

 

①市をあげての天神祭事業と

して運営体制の刷新及び支

援の創設 

当市では、文化美術の保存・継承を行うという視点か

ら、上野文化美術保存会に対し、上野天神祭のダンジリ行

事継承事業交付金を交付しています。2020（令和２）年度

はコロナ禍にも対応していただき、組織強化や後進育成

のほか情報発信にも一層力を入れて活用いただきまし

た。そのほか文化財の保存のため改修などにかかる費用

の補助金として文化財保護事業補助金の交付を引き続き

行い、保存継承につながるよう支援します。 

文化交流課 

 

 

上野天神祭については、全国から集客が見込める行事

と考えており、今後も引き続き、伊賀市観光公式ＨＰ「伊

賀ぶらり旅」での発信に加え、各イベント情報誌への情報

提供などを行い誘客に努めています。また、旅行会社など

へツアー化に向けた情報提供を積極的に行っていきたい

と考えています。 

運営体制については、市行政主導の運営組織では、なか

なか自分事としてとらえることが難しく、上野天神祭地

域振興実行委員会の構成団体、一般市民、市内企業、高

校、ＮＰＯ、住民自治協議会、また観光地域づくり法人

（ＤＭＯ）などあらゆる主体が運営に関わっていくこと

で「世界に誇れる市民の祭」という意識が芽生えてくるの

ではないかと思います。民間主導の組織運営づくりにつ

いて貴所のリーダーシップに期待します。 

観光戦略課 

（２）観光客受け入れ施設等の拡充 

①旧市庁舎跡における観光及

び物産機能の設置 

旧上野市庁舎は、伊賀上野城、伊賀流忍者博物館、芭蕉

翁記念館、だんじり会館、くみひもセンターなど観光施設

とのアクセスに優れ、市民のみならず観光客など多様な

利用が見込める立地であることから、他の施設との連携

はもとより、旧上野城下町への回遊や市内各地への誘導

を促すためのゲートウェイとしての役割を果たす拠点と

しての利活用を進めていきたいと考えています。 

中心市街地

推進課 

②魅力的な新芭蕉翁記念館及

び芭蕉ゾーンの実現 

新芭蕉翁記念館の整備につきましては、賑わい創出事

業の進捗を踏まえ、街なかへの回遊につながり、賑わい創

出に貢献できるよう施設の整備に向け取り組んでいきま

す。 

現在の芭蕉翁記念館では、市内小中学生に加え、コロナ

禍による県内小中学生の社会見学等の受け入れを積極的

に行っています。 

また、観光客や芭蕉研究者だけでなく、市民にこれまで

以上に関心を持っていただき、気軽に足を運んでいただ

ける施設となるよう、引き続き企画展示やギャラリート

ーク等の事業を積極的に行っていきます。 

令和３年度末には、芭蕉翁生家の耐震等を含めた改修

工事が完成する予定のため、運営再開を機に芭蕉翁記念

館等関連施設と連携した芭蕉ゾーンの構築についても積

極的に検討していきます。 

文化交流課 

③外国人を含む観光客向けの

案内板、外国語マップの作

成など、町なかへの導線と

コロナ禍により、一変した観光を取り巻く状況を受け、

観光地域づくり法人伊賀上野ＤＭＯと連携し、ウイズコ

ロナ、アフターコロナに着眼した新しい着地型観光のコ

ンテンツづくりに取り組んでいます。 

観光戦略課 
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なる受入環境の整備 具体的には、最新技術を取り入れ、スマートフォン等を

活用したこれまでにない、新たな生活様式に則したまち

歩き周遊観光プログラムを構築しており、感染症の拡大

のリスクを軽減しながら観光需要を作り、滞在時間や観

光消費額の増加を図っていきたいと考えています。 

 

第２期伊賀市中心市街地活性化基本計画に基づき、中

心市街地の回遊性向上や外国人観光客への対応として、

まち巡り拠点施設整備事業（成瀬平馬家活用事業）、道路

美装化による歩行者空間整備事業、民間事業者による無

料Ｗｉ－Ｆｉアクセスポイント整備活用事業などを実施

しました。 

特に、無料 Wi-Fi はインターネット通信手段が無い外

国人観光客の利便性向上に大きく寄与する事業であり、

アクセスポイントは市街地の銀座通りと本町通りおよび

各観光施設など４４か所に設置を予定しています。 

中心市街地

推進課 

④上野公園内のトイレ（2 か

所）の改修 

上野公園は国指定の史跡となっており、ご指摘のトイ

レの大規模な拡張や建替え等の改修を行う事は困難で

す。 

 しかし、史跡内ということを鑑みながら、外国からの観

光客の増加や、生活様式の変化等に伴い、洋式トイレへの

改装や水洗化等の改良を行ってきました。 

今後も、皆様に気持ちよく使って頂けるよう、清掃の徹底

や可能な範囲内での改良、修繕等を適宜検討します。 

 

都市計画課 

（３）伊賀の物産を広く発信

するため、新商品開発への

補助金制度の創設 

令和２年度から伊賀ブランド育成支援事業補助金を創

設し、伊賀の素晴らしい産品のブラュシュアップと新商

品の開発のために貴会議所へ支援を行っています。今後

も国の支援策を積極的に活用し、新商品の開発と販路拡

大につなげられるよう進めていきます。 

商工労働課 

（４）NTT 西日本伊賀上野ビ

ル壁面利活用の早期実現 

ＮＴＴ西日本伊賀上野ビルの壁面利活用については、

行政主導で進めるのではなく、市民や関係団体等の理解

を得ながら、民間活力も導入しつつ効果的なものにして

いきたいと考えています。今年度においては若者会議に

よるプロジェクションマッピングを試験的に実施しまし

た。 

早期に利活用についての方向性や方針を決定し、来年

度以降、関係団体と協働で実現に向けた取組みを進めた

いと考えています。 

 

観光戦略課 

（５）観光誘客に繋がる未利

用施設の活用促進 

上野公園から城下町エリアを結ぶ導線を「にぎわい忍

者回廊」と位置づけ、忍者体験施設整備事業を軸に旧上野

市庁舎を含む市街地をエリアマネジメントの視点で検討

し、施設単体ではなく面で複数の課題に対して包括的に

また、早急に取り組んでいきたいと考えています。事業推

進にあたっては、将来の財政負担なども考慮し、民間活力

を積極的に活用しながら進めていきます。 

 

観光戦略課 

中心市街地の課題となっている空き店舗の利活用を図

るため、第２期伊賀市中心市街地活性化基本計画に基づ

中心市街地

推進課 
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き『空店舗等情報システム整備及びコンサルタント事業』

を進めています。中心市街地の空き店舗活用が進むこと

で、まちなかの魅力が向上し、ひいては観光誘客に繋がる

ものと考えています。 

令和２年度は空き店舗の調査を実施し、令和３年度に

活用意向がある空き店舗の利活用についての取り組みを

進めていきます。 

（６）観光地域づくり法人

（DMO）による事業連携の推

進 

観光地域づくり法人（ＤＭＯ）の体制強化や事業推進に

ついては、貴所、伊賀市商工会、（一社）伊賀上野観光協

会、当市のトップ会議において４者が連携して必要な調

査研究や計画づくりを進めていくと合意いただきまし

た。それを受けて、今後、伊賀上野観光協会ＤＭＯ推進プ

ロジェクトチーム及びワーキンググループを設置して検

討していきたいと考えています。 

貴所におかれては、ＤＭＯを構成する一員として積極

的な企画提案や事業推進に向けてご尽力いただきますよ

うお願いします。 

観光戦略課 

３ 社会基盤の整備 

（１）社会基盤の整備 

①渋滞緩和及び交通安全施設の整備 

ア 国道３６８号線の全線早

期４車線化及び名阪国道上

野インターの改良による渋

滞緩和及び安全確保 

国道３６８号４車線化事業は三重県が施工しています

が、平成２８年３月に菖蒲池２交差点から山出交差点間

の約１．６km を部分供用開始しました。また、令和元年

１１月に名張市内において約０．６km が部分供用されて

います。 

当市内においては、現在、名阪国道上野インターチェン

ジの南側の木津川に架かる大内橋の橋台工事と山出交差

点付近から北に向けて拡幅工事をしており約０．６km に

ついては今年度末に部分供用する予定です。 

さらに上野インターチェンジの改良などの必要もある

ことから、今後も関係機関や地域とも連携調整の上、上

野・名張間の全線早期４車線化に向けた整備促進の要望

を引き続き国と三重県に行います。 

企画管理課 

イ 名阪国道の補修整備につ

いて関係機関への早期実施

要望 

今年度は、９月３０日に、当市から北勢国道事務所に対

し、計画的に路面舗装の補修整備を行うことを要望いた

しましたが、引き続き、名阪国道及び国道２５号整備促進

期成同盟会からも、主に本線の路面補修について関係省

庁に対し要望を続けていきます。 

企画管理課 

ウ 市内企業団地等における

道路の安全対策及び老朽化

した施設の修繕、維持管理 

道路の維持保全のため、毎日パトロール車による道路

巡視を行い道路通行に支障となる箇所について、適宜補

修対応を行っているところです。 

 道路補修は、交通状況や道路施設の損壊状況から緊急

度や優先度を勘案して対応していますのでご理解を頂き

ますようお願いします。 

道路河川課 

②近鉄伊賀神戸駅前の開発の促進 

・ロータリーの設置、車両の

待機場所の確保等 

以前は、駅近隣の民有地を借り上げ、民間企業の従業員

送迎用のバスの転回及び待機場所の確保を行っていまし

たが、現在は賃貸借契約を解除し、ロータリーの設置とと

もに近隣土地所有者のご理解を得るに至っておりません

ので、現時点では難しいと考えています。 

都市計画課 
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③安全で快適な生活を実現す

るため、市街地の下水イン

フラの整備 

・合併処理浄化槽の補助制

度拡充など適切な生活排水

対策の推進 

伊賀市全体の汚水処理人口普及率は、令和元年度末時

点で 80.3％と、全国平均 91.7％、三重県 86.0％と比べて

大きく下回っている状況であることからも、汚水処理人

口普及率向上に向けた施策を早急に打ち出す必要があり

ます。 

合併処理浄化槽の補助金については、国、県及び市がそ

れぞれ１/３の割合で負担しており、現在当市の補助金

は、財政状況を踏まえ国及び県の基準額と異なっている

ことから、まずは、国及び県の水準まで基準額を引き上

げ、単独浄化槽撤去費用や配管工事費用についても、国及

び県の補助基準に合わせて制度を新設していく予定で

す。 

また、中心市街地区域の発展と賑わい創出のため、中心

市街地区域内の店舗に対しても合併処理浄化槽の補助制

度を新設することを考えています。 

さらに、公共下水道、特定環境保全公共下水道、農業集

落排水処理施設のエリア及び店舗を除く市内全域におい

て、５ヵ年間の時限措置として、汲み取り式や単独浄化槽

から合併処理浄化槽への転換をより一層促進するため、

転換工事に対する補助金の上乗せを検討していきます。 

下水道課 

（２）将来への交通基盤の整備計画の策定 

①ＪＲ関西本線伊賀上野駅・

柘植駅間の電化促進と IC

化による利便性の向上及び

伊賀鉄道と連動した交通シ

ステムの整備 

電化をはじめとする利便性の向上には、まず利用者数

の増加が重要であると考えており、ＪＲとの意見交換等

を通じて連携・協力し、コロナ禍ではありますが安全な公

共交通機関利用を周知しながら、利用促進活動を実施し

たいと考えています。また、伊賀鉄道との連動について

も、伊賀上野駅での乗り継ぎの向上に努めていきます。 

なお、ＪＲ関西本線につきましては、本年３月より交通

系ＩＣカードが利用可能となりますので、この機会を利

用してさらなる利用促進に努めていきたいと考えていま

す。 

交通政策課 

②名阪国道と新名神高速道路

との連絡道の整備促進 

新名神高速道路と名阪国道との連絡道の整備について

は、貴所もご加盟の「名神名阪連絡道路整備促進期成同盟

会」で強く要望しています。 

また、計画路線での重要物流道路の指定についても引

き続き尽力していきます。 

 なお、今年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のた

め、訪問者の人数に制限があり、国への要望に貴所をはじ

め民間団体にご同行いただくことができませんでした

が、この道路整備は、地域交通網の改善と企業の誘致、ひ

いては地域の強靭化に繋がるものと考えていますので、

引続き、貴所の強力なご支援をよろしくお願いします。 

企画管理課 

③リニア中央新幹線の建設を

見据え、既存交通網の整備

調査 

リニア中央新幹線の名古屋・大阪間は、ルートや停車駅

の設置について未だに公表されていない状況です。 

当市としては、まずは、リニア中央新幹線建設促進三重

県期成同盟会の一員として、名古屋・大阪間の三重・奈良

ルート実現および県内の概略ルート及び停車駅の概略位

置の早期公表について、三重県や関係市町村と連携しな

がら要望していきたいと考えています。 

交通政策課 

（３）公共交通ネットワークの充実 
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①市街地へのアクセス、利便

性を考慮した公共交通シス

テムの構築 

鉄道やバス、タクシーといった地域公共交通には、それ

ぞれの機能、役割があり、お互いが補い合いながら地域公

共交通のネットワークを構築しています。これまで、廃止

代替バスや一部営業路線バスが市街地と各支所を結び、

さらに各支所管内は行政バスが各集落を結ぶ交通網をイ

メージして施策を進めてきましたが、現在策定中の伊賀

市地域公共交通計画でもその維持に努めることとしてい

ます。今後も引き続き、それぞれの特性を踏まえた連携を

強化し、地域住民の生活行動に応じた効率的な運行体系

の見直し及びネットワークの構築を進めたいと考えてい

ます。 

交通政策課 

②市庁舎へのアクセス及び周

辺道路網の整備等利便性の

向上 

現在、三重県において都市計画道路服部橋新都市線の

整備を進めていただいています。この路線は伊賀白鳳高

校から北側の L=600mの区間について、歩道付きの２車線

道路を整備することになっており、市街地と新庁舎のア

クセス向上はもとより、防災力の強化と交通安全でも整

備の効果が期待されます。 

また、市道路網の整備としては下記事業に取り組んで

います。 

〇市道茅町駅四十九町新池線（ラウンドアバウト） 

現在のラウンドアバウトは、仮設材で運用しており

環道の外径２４ｍと小径で大型車の通行できない状態

となっていることから既に外径２７ｍとする改良工事

に着手しています。 

  3 月末には工事完了し、大型車の通行も可能となり、

安全な環道交差点となります。 

〇市道西明寺緑ヶ丘線（１工区） 

  国道１６３号と緑ヶ丘地内の市道荒木木興線を接続

する幹線道路で、災害時の緊急輸送道路と市内の中心

的防災拠点を結ぶ道路です。 

  緑ヶ丘地域については住宅が密集し人口密度が高い

地域ですが、当地域の東には、多数の工場が立地され大

型車両の出入りも頻繁にあり生活道路の交通量も増加

していることから、旧上野市東部地域の南北を連絡す

る幹線道路として整備を進めています。 

〇市道依那古友生線 

  市部地内基幹農道とゆめが丘住宅団地を接続する道

路で、近年、ゆめが丘に立地する企業へ向かう交通が多

く朝夕のラッシュ時には混雑し、また視距も悪く狭い

１車線の道路であることから、２車線整備を進めてい

ます。 

企画管理課 

道路河川課 

③伊賀市の移動手段、特に夜

間が無く、ウーバーの様な

交通手段の導入 

これまで、既存の鉄道路線やバス路線を中心に公共交

通網の形成に努めてきましたが、少子化や車への依存等

による利用者の減少、バス運転士の不足等により現状維

持が難しくなってきています。今後は、デマンド運行等、

新しい運行方法の導入も視野に入れながら、移動手段の

確保について調査・研究を進めていきます。 

交通政策課 

（４）伊賀鉄道の利用促進 

①市職員や観光客など更なる 毎年、７月～９月の３ヵ月間を「公共交通機関利用促進

期間」と位置づけ、この期間を中心に、市職員のみなら

交通政策課 
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伊賀鉄道の利用促進及び駅

周辺の駐車場の整備 

ず、沿線企業や団体の通勤利用の拡大、市民の皆さんへの

利用啓発に努めていますが、今年度はコロナ禍にあり、例

年どおりの啓発を実施することができませんでした。 

このような状況の中、今年度は、公共交通の安全な利用

についてチラシを作成し、新たな生活様式に対応した啓

発を実施しました。 

また、観光面についても新しい生活様式に配慮しなが

ら、ＪＲ線、近鉄線からの利用に対する利便性向上に努め

るとともに、観光部門と連携し、伊賀線の魅力向上及び発

信に取り組んでいきます。 

貴所の会員の皆様におかれましても、利用促進にご理

解ご協力のほど、よろしくお願いします。 

４ 公共工事発注制度の改善及び防災対策の強化 

（１）地元企業存続のための公共工事発注制度の改善 

①公共工事の発注件数の引き

上げ 

令和２年度の本市の土木費については、対前年比約 

９．７％減ですが、街なみ環境整備事業が完成したための

減であり、道路・河川等の工事費については、対前年比約

１．３倍です。 

 令和３年度については、当市全体として１７５件の工

事を計画しており、対前年と比べ約３０件増加で計画し

ています。 

 今後も、少子高齢・人口減少などで厳しい中、全体の公

共事業関係費を増額することは難しい状況ですが、公共

投資には事業自体が生産行為であるだけでなく、雇用の

受け皿にもなることから、公共工事が持つこうした効果

を最大限生かすよう今後も必要な予算の確保に努めてい

きます。 

道路河川課 

工事発注件数については、令和２年度は 10万円以上の

工事を約 40件発注しています。 

厳しい財政状況ではありますが、国の国土強靭化施策

を見据え、事業の拡大や財源の確保に努めます。 

農村整備課 

②将来の担い手（若年者）確

保に必要となる「土日完全

週休二日制」の取り組みに

ついて、適切な工事期間及

び経費確保への対応 

新・担い手３法により、発注者の責務として適正な工期

等の設定が定められたこと及び著しく短い工期が禁止さ

れたことを踏まえ、適切な工期の確保に努めており、今後

も引き続き取り組んでいきます。 

また、現在試行している発注者指定型の「土日完全週休

二日制」において、受発注者で工程計画を協議の結果、必

要な工期を確保すると共に、「土日完全週休二日」が達成

できた場合、労務費・機械経費（賃料）・共通仮設費・現

場管理費の補正を行うなど対応しており、次年度も引き

続き取り組みに努めていきます。 

契約監理課 

（２）全国各地で発生している水害や土砂崩れ等への対策強化 

①市の防災・減災対策として、

河床掘削や堤防補強等の迅

速な対応  

国においては、現在、木津川上流河川事務所において河

道掘削や堤防強化などを実施いただいています。また、県

においても河道掘削、護岸整備のハード対策に加え、洪水

浸水想定区域図の作成や簡易型河川監視カメラの設置な

どのソフト対策を実施し市の防災・減災に役立つ施策を

行っていただいています。 

 市としては、令和２年度に創設された国の『緊急浚渫推

進事業債』を活用し、市が管理する準用河川等を対象とし

企画管理課 
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て、経年的な堆積土の撤去を行い流下能力の維持・向上を

図ることにより、減災に向けた取り組みを推進していま

す。令和２年度は、５河川の浚渫を行っています。 

今後も国・県と連携を図り、総合的な治水対策に努めて

いきます。 

道路河川課 

②国、県管理の河川であって

も、各々との連携強化による

市民の安心・安全確保 

近年、気候変動の影響や社会状況が変化するなか、市域

にある主な河川である木津川、服部川、柘植川にある各支

流を含め、治水事業の効果を発揮させるには、国、県と市

においてハード、ソフト面の密な連携が必要と考えてい

ます。 

上野遊水地、川上ダム、河道掘削の要望はもとより、今

後も同盟会、協議会の活動や、合同訓練の開催など、様々

な機会を通じて更なる連携強化に努め、協働して流域全

体での治水対策を図ります。 

企画管理課 

道路河川課 

③川上ダムの早期完成及び木

津川、服部川、柘植川及び

名張川の関係河川事業の推

進 

 川上ダムについては、令和２年１１月末時点で堤体の

コンクリート打設量が全体の約８６％を超え、令和５年

３月の完成に向けて順調に事業が進められていますが、

引き続き、川上ダムの早期完成を水資源機構に要望しま

す。 

 また、木津川、服部川、柘植川については国、県におい

て順次、河道掘削、堤防補強工事等を進めていただいてい

ますが、引き続き早期完成に向けて要望を行います。 

名張川関係については、当市内に大きな影響はありま

せんが、改良等については名張市も加盟する木津川上流

直轄改修促進期成同盟会の活動を通じて、今後も要望し

ていきます。 

企画管理課 

道路河川課 

５ 中小企業・小規模企業振興事業費補助及び商店街活性化等の事業補助金等の拡充 

（１）中小企業相談業務負担

金の拡充 

当市の財政状況から助成の拡充は困難ですが、予算の

枠組みの変更等により、限られた財源をより効果的に活

用できるよう貴所とともに支援策を検討していきたいと

考えます。また、国や県においても様々な支援策が講じら

れていますので、貴所におかれましても事業者等に対し

積極的な情報提供をお願いします。 

商工労働課 

（２）商工会議所事業補助金

の拡充 

（３）中心市街地等商店街活

性化事業費補助金等の事業

支援及び助成の拡充 

（４）ＩＴ（情報）関連補助

金の推進 

６ 新型コロナウイルス感染症に係る中小企業・小規模企業への継続支援 

（１）応援給付金制度などの

継続 

新型コロナウイルス感染症の影響による地域経済への

ダメージは大きく、事業継続に対する支援は必要である

と考えています。 

国の給付金等の動向を見極めたうえで支援策を検討し

ていきます。 

商工労働課 

（２）金融支援制度の継続・

拡充 

当市の財政状況から助成の拡充は困難ですが、予算の

枠組みの変更等により、限られた財源をより効果的に活

用できるよう貴所とともに支援策を検討していきたいと

考えます。 

商工労働課 

①事業継続のため、国や県の

支援策の動向を踏まえ、小

当市の財政状況から助成の拡充は困難ですが、予算の

枠組みの変更等により、限られた財源をより効果的に活

商工労働課 
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規模事業資金の保証料の補

助額及び、小規模事業者経

営改善資金の利子補給の拡

充 

用できるよう貴所とともに支援策を検討していきたいと

考えます。 

（３）影響が長期化している

なか、事業継続・雇用維持・

地域活性化・安心安全な市

民生活の確保等を図るた

め、引き続き行政と市内金

融機関との幅広い連携とさ

らなる協力関係の構築 

新型コロナウイルス感染症の影響はまだまだ続いてお

り、沈静化も見通せないことから、今後も金融機関や貴

所を始め、関係機関との連携を強化していきたいと考え

ていますので、今後もご協力ください。 

 

 

 

 

商工労働課 

７ コロナ禍における、伊賀市の文化芸術活動活性化のための支援政策の具体化と実施 

（１）市内・地域のなかで活

動を頑張っている文化団体

やサークルの展示会や発表

会・公演活動に援助金制度

の創設。（1 件 10 万円の基

本経費分） 

現在、各地区公民館のサークル協議会に登録をしてい

るサークルについては、展示会や活動発表会への補助と

して「文化サークル連絡協議会補助金」のほか、公民館の

部屋の使用料については、年間を通じて一般の方々が使

用する料金の半額で使用をして頂いています。受益者負

担という考え方も併せ、団体への補助の仕方や金額等を

検討します。 

生涯学習課 

（２）市及び関連施設利用の

展示会や発表会・公演や練

習会場の費用の減免や無料

化等の期間を限定（コロナ

禍終息をめどに）特例措置

のための市独自の条例化を

図る。 

当市では、現在、青山ホール及びあやま文化センターを

市内の自治会や住民自治協議会、文化団体など公共的団

体が使用する場合は、その施設利用料金の減免を行って

います。 

また、毎年、日ごろの創作活動の発表の場として伊賀市

民文化祭や市展「いが」を開催し、市役所本庁舎４階の市

民ミニギャラリーでは、月替わりで作品を募集し展示し

ています。 

今後、令和元年 12月に策定した「伊賀文化振興条例」

に基づき、文化芸術活動の振興に向けて、市民・地域・市

などがそれぞれの役割を果たしつつ、支援策等も含めて

検討を進めたいと考えています。 

文化交流課 

 


